
様式2 24年 10月 12日

当初・変更
入札執行機関 41390棺馬港湾建設事務所

入札(見積)執行調書入札等(契約)結果書

年災 事項

工事番号 12-41390-0059 工 事 名 港湾維持管理工事(港湾保安施設補修)

入札執行年月日 24年 10月 12日 発注種別 01 一般土木工事

審議番号 公所 000000 本庁

路線・河川名 相~港
工事筋所 自 相馬郡新地町駒ヶ嶺地内i1:._

至

工事概要 港湾保安施設補修工 N=l式

業 者 コ ー ド |指名理由 落 本L 業 者 の

業 者 名 入札 額 及 び 再 入 札 額

100002561 1 31 
(株)泉図組 (1) 19，800，000 (2) 

(3) (4) 

100002602 1 31 
後藤建設工業(株) (1) 19，800，000 ( 2) 

(3) (4) 

100002586 I 31 
横山建設(株) (1 ) 19，900，000 (2) 

(3) (4) 

100002589 1 31 
小野建設(株) ( 1) 19.700.000 (2) 

(3) (4) 

100002588 1 3! 
石川林業建設(採)

(1) ************ (2) 

(3) (4) 

100002596 I 31 
石川建設工業(株)

(1) ************ (2) 

(3) (4) 

100002618 1 31 
双築工業(株) (1) 19，800，000 (2) 

(3) (4) 

100002597 1 31 
滝建設工業(株) (1) 16，670，000 (2) 

(3) (4) 

100002559 1 31 
横山建設工業(株) (1) 17，000，000 (2) 

(3) (4) 

100002605 1 31 
中村土木(株) (1 ) 19，800，000 (2) 

(3) (4) 

※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る価絡である。

※ 随意契約とする理由、変更契約の内容は、裏面のとおり。

契約 之ザ年/ρ月/~日

着工 えザ年/0月/主日

完成 )t年 3 月~~日

王定価格

22.123.500 

住 所

落札額 1笑向者贋

辞退

辞退

格(最低調陸自描を下回ったため)

失出(最抵制限宙格を下座ったため)



様式2 24年 10月 12日

当初・変更
入札執行機関 41390相馬港湾建設事務所

入札(見積)執行調書入札等(契約)結果書

年災 事項 契約 年 月 日

工事番号 12-41390-0059 工事名 港湾維持管理工事(港湾保安施設補修) 着工 年 月 日

入札執行年月日 24年 10sJ 1213 発注種別 01 一般土木工事 完成 年 月 R 

審議番号 公所 000000 本庁

路線・河川名 相馬港 予定価格

工事儀所 白 相馬郡新地町駒ヶ嶺地内外 22.123.500 I 
至

工事概要 港湾保安施設栂修工 N=l王立

業者コード |指名理由 落 札 業 者 の

業 者 名 入 札 額 及 び 再 入 札 額

100002603 1 31 
草野建設(株) (1 ) 19，750，000 (2) 

(3) (4) 

100002609 1 31 
演回建設工業(株) (1) 19，900，000 (2) 

(3) (4) 

100002764 131 
相馬造閤土木(株) (1 ) 19，950，000 (2) 

(3) (4) 

100002558 1 3] 相馬市 中村2-1-2
王手薄建設工業(株) (1 ) 19.500.000 (2) 

(3) (4) 

100003629 1 31 
(有)猪狩組

(1) ************ (2) 

(3) (4) 

(1 ) (2 ) 

(3) (4) 

( 1) (2) 

(3) (4) 

( 1) (2) 

(3) (4) 

(l) (2) 

(3) (4) 

(1 ) 

(3) (4) 

※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る価格である。

※ 随意契約とする理由、変更契約の内容は、 裏面のとおり。

住 所

落札額(契約額)

20，475，000 

辞退



随意契約理由香

平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震により、多くの土木施設が甚大

な被害を受けている。

特に大津波により、相馬港の保安施設が大きく破損しており、早期に機能を復旧するた

めには、現状を詳細に把握し、対策をとる必要がある。

このため相馬港湾建設事務所から受注実績があり、当該業務に関する豊富な経験と実績

を有する会社と地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 5号の規定に基づき、 i随意契約を

したい。


